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福岡県ベンチャービジネス支援協議会 

 

中国における現地情報 

      2022年 3月 16日 

 株式会社フェアコンサルティング 

上原 行雲 

企業の抹消登記の手引の公表 

政府機関 5部門（市場監督管理局、人力資源社会保障部、商務部、税関総署、税務総局）

より「企業抹消手引 2021年改訂（企业注销指引 2021年修订）」が公表されました。 

この手引は「企業抹消の業務便利化の通知（国市監注 2019年 30号）」に付属されていた

「企業抹消手引」の改訂版ですが、企業の抹消の手続の流れや解散及び清算の定義、抹消登

記の種類の説明が掲載されています。主な内容は以下のとおりです。 

 

 

1. 解散の種類 

法定上の解散の種類について、以下の自主解散と強制解散の 2 つが説明されていま

すが、自主解散による解散が一般的です。 

種類 定義 

自主解散 

企業または出資者の意思に基づいて会社が解散することを指す。 

定款に規定された経営期間の満了、定款に規定されたその他の解散事由の

発生を含む。 

有限公司の出資者会の場合は会社の解散について決議を行い、2/3以上の議

決権を得なければならない。株式会社の株主総会の場合は会社の解散につ

いて決議を行い、会議に出席した株主の議決権の 2/3 以上を経て可決しな

ければならない。 

強制解散 

政府の関係機関の決定・命令や裁判所の裁決に基づいて発生する解散を指

す。 

行政決定解散と司法判決解散に分けられる。司法判決解散は、会社の経営管

理に重大な困難が発生したため、会社の存続により出資者の利益に重大な

損失をもたらし、その他の方法により解決できない場合、議決権 10%以上を

保有する出資者が人民裁判所に会社解散訴訟を提起し、人民裁判所に解散

を求めることができる。 

 

 

2. 清算手続の流れ 

会社の清算手続の流れは以下のとおりです。 

順番 手続 詳細 

①  解散決議 － 

②  清算委員会

の設置 

解散事由が発生した日から 15日以内に清算委員会を設置し、会社

の財産と債権債務の整理を行う。 

有限公司の清算委員会は会社の出資者によって組織され（出資者

が法人である場合、当該関係者を清算手続に派遣することができ
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順番 手続 詳細 

る）、株式会社の清算委員会は取締役または株主総会で決定した者

で組織される。 

期限を超過しても清算委員会を設立せずに清算しない場合、債権

者は人民裁判所に当該関係者を指定して清算委員会を組織して、

清算の申請をすることができる。 

③  清算委員会

の情報及び

債権者の公

告 

清算委員会は設立日から 10日以内に、国家企業信用情報システム

上で清算委員会の情報を公告する。 

同時に、清算委員会は設立日から 10日以内に債権者に通知し、60

日以内に新聞公告によって債権者に公表しなければならない。 

国家企業信用情報システムによって無料で債権者の公告を発表す

ることが可能であり、公告期間は 45日である。 

④  清算活動の

展開 

以下の対応を実施する。 

➢ 清算委員会は会社の財産を整理し、貸借対照表及び財産リス

トを作成する。 

➢ 清算に関連する会社の未解決の業務を処理する。 

➢ 行政機関、司法機関の罰金を納付する。 

➢ 税関及び税務機関に税金及び清算過程で発生した税金を清算

し、関連する手続きを行う。当該税金には、滞納金、罰金、減

税・免税貨物の事前解除による追納を含む。関連する許可証・

証明書を提出し、抹消時の企業所得税の清算、土地使用税の清

算、輸出免税及び還付の清算、増値税の発票及び税務関連の設

備などの返却を行う。 

➢ 税法上の違法行為がある納税者は処罰を受けて、罰金を納め

る。 

➢ 債権及び債務の整理。 

➢ 残余財産などの処理。 

⑤  会社財産の

分配 

清算委員会は会社の財産を整理し、貸借対照表及び財産リストの

作成後、清算案を制定し、出資者会・株主総会または人民裁判所に

報告しなければならない。 

会社財産はそれぞれ清算費用、従業員給与、社会保険料及び法定補

償金を支払い、税金を納付する。 

残余財産について、有限公司の場合は出資者の出資比率によって

分配し、株式会社の場合は株主が保有する出資割合によって分配

する。 

清算期間中、会社は存続するが、清算に関係のない経営活動を行っ

てはならない。会社財産は以上の債務などの返済前に、出資者・株

主に分配してはならない。 

⑥  清算報告の

作成 

清算委員会は清算完了後、清算報告書を作成し、出資者会・株主総

会または人民裁判所・会社の登録機関へ報告し、会社の抹消登記（

以下「３.抹消登記の種類及び流れ」参照）を申請し、会社の終了

を公告しなければならない。 
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3. 抹消登記の種類及び流れ 

抹消登記として以下の 2つが紹介されています。 

種類 条件・手続の流れ 

普通抹消 全ての企業が申請可能。 

 

手続の流れは以下のとおり。 

1. 税務登記の抹消を申請する。 

納税者が税務部門に対して抹消を申請する際に、税務部門は税務抹消

の事前審査を行い、納税者に未処理事項の有無を審査する。 

(1) 税金に関連する事項が未処理の納税者が、自ら税務部門に税金の清

算を行う場合、税務部門は納税者が提供した営業許可証に基づいて

即時に税金清算（以後、清税）文書を発行することができる。 

(2) 即時処理の条件を満たす納税者は、税務抹消時に資料の不足がない

場合、税務部門は直ちに清税文書を交付する。資料に不足がある場

合は、承認後に税務部門は清税文書を交付する。納税者は承諾した

期限内に不足資料を提出し、関連する対応を完了しなければならな

い。具体的な条件は次のとおりである。 

① 納税に関する事項を処理したが、増値税の未使用の発票（代行

発行分を含む）、未納付（滞納金）及び罰金を科されている納税

者は、自発的に税務部門にて税金を清算すること。 

② 税務検査の状態になく、未納付（滞納金）及び罰金がなく、増

値税の専用発票及び税務関連の設備を返却、かつ、以下のいず

れかの条件に該当する納税者であること。 

● 納税信用レベルが A級と B級の納税者 

● 親会社の納税信用レベルが A級の M級納税者 

● 省級人民政府が奨励した人材や省級以上の業界協会などの

機関が認定した業界リーダー人材などが創設した企業 

● 納税信用レベルの評価に組み入れられていない定期定額の

自営業者 

● 増値税の納税開始時点に達していない納税者 

(3) 承諾制による即時処理の条件を満たさない（または承諾制による即

時処理の条件を満たすが、納税者が選択しない）場合、税務部門は

納税者に「税務事項通知書」（未決済事項の通知）を発行し、納税者

は先に各未決済事項を処理した後、税務抹消を申請することができ

る。 

(4) 人民裁判所の裁定を経て破産を宣告された企業は、管理人が人民裁

判所の破産終結手続裁定書によって税務抹消を申請した場合、税務

部門は直ちに清税文書を発行する。 

(5) 納税者が税務抹消を行う前に、税務機関に「委託控除協議書」の終

了の申請を行う必要はない。税務機関が税務抹消を完了した後、委

託控除協議は自動的に終了する。 

2. 企業登記の抹消を申請する。 

清算委員会は登録機関に登録抹消申請書、株主会決議、清算報告と清税

証明書などの関連資料を提出して登録抹消を申請する。登録機関及び

税務機関が既に企業の清税情報を共有している場合、企業は紙ベース
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種類 条件・手続の流れ 

の清税証明書文書を提出する必要はない。企業が書面の営業許可証の

正本及び副本を受け取っている場合、書面の営業許可証の正本及び副

本を返却する。分公司などの分支機構を有する企業は登録抹消を申請

し、分支機構の登録抹消証明書を提出しなければならない。 

3. 社会保険の登録抹消を申請する。 

登録抹消を行った日から 30日以内に、企業は社会保険登録機構に社会

保険登録の抹消申請及びその他の関連する抹消書類を提出し、社会保

険登録の抹消手続をしなければならない。社会保険登録の抹消を行う

前に、社会保険料の未払いを清算しなければならない。 

4. 税関申告機関の届出抹消を申請する。 

税関の通関申告の関連業務に携わる企業は、国際貿易の「単一窓口（单

一窗口）」（http://www.singlewindow.cn）を通じて、「インターネット

+税関（互联网+海关）」（http://online.customs.gov.cn）などの方法

で税関に対して通関単位の抹消申請を提出するか、市場監督管理局の

部門と税関のネットワークの「一網（一网）」の政務サービスプラット

フォームを通じて抹消申請を提出することができる。既に税関に届出

を提出し、税金（滞納金を含む）及び罰金などのその他の税金に関連す

る事項を処理していない納税者については、税関の申告単位の抹消申

請後、市場監督管理局の部門に対して企業登記抹消を申請しなければ

ならない。 

簡易抹消 簡易抹消の条件を満たしている場合、税務部門における税金証明書の申請

処理を免除し、市場監督管理局の部門に対して直接、簡易抹消を申請するこ

とができる。 

債権及び債務を有さない、または、債権債務が精算済みの市場主体（上場株

式会社を除く）が申請可能。簡易抹消の登記を申請する場合、従業員給与、

社会保険料、法定補償金、税金（滞納金、罰金）などの未精算の債権債務が

存在してはならない。 

 

企業が以下いずれかに該当する場合、簡易抹消の手続を適用できない。 

① 国の規定に関連して特別管理措置を実施する外商投資企業である場

合 

② 企業経営異常リストまたは重大な違法信用喪失企業リストに登録さ

れている場合 

③ 株式（投資権益）が凍結、質権または動産抵当の設定などの状況が存

在する場合 

④ 立件調査または行政強制、司法協力、行政処罰などの状況がある場合 

⑤ 企業が所属する非法人分支機構の登録抹消が完了していない場合 

⑥ 簡易抹消の手続が終了された場合 

⑦ 法律、行政法規または国務院が登録抹消前に承認が必要と決定した

場合 

 

手続の流れは以下のとおり。 

(1) 適用の条件を満たす企業は、「一網（一网）」の政務サービスプラット

フォームまたは国家企業信用情報システム「簡易抹消公告」における公

http://www.singlewindow.cn/
http://online.customs.gov.cn/
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種類 条件・手続の流れ 

告において簡易抹消登記及び投資家全員の承諾などの情報を掲載。 

公示期間は 20日である。 

(2) 公示期間内に利害関係者及び関連政府部門は、国家企業信用情報シス

テム「簡易抹消公告」の「異議伝言」の機能を通じて異議を申し立て、

理由の概要を陳述することができる。公示期間を超えた場合、国家企業

信用情報システムは異議を受け入れない。 

(3) 税務部門は市場監督管理部門が送信した簡易登録抹消を申請の情報を

取得した後、規定の手順及び要求に従って、税務情報システムを照会し

て関連する税金の状況を確認し、照会システム上で以下の状況である

ことが表示された納税者に対して、税務部門は異議を提出しない。 

➢ 税金に関連する事項を処理したことがない納税者 

➢ 税金に関する事項を処理し、増値税の未使用発票（代行領収書を含

む）、税金（滞納金）及び罰金がなく、未処理のその他の税金に関

する事項がない納税者 

➢ 照会時に増値税の未使用発票の返却、税金の納付などの清税手続

を完了している納税者 

(4) 公示期間が満了した後、公示期間内に異議がない場合、企業は公示期間

が満了した日から20日以内に登録機関に簡易抹消登記をしなければな

らない。期限が満了しても処理されていない場合、登録機関は状況に応

じて期限を延長することができ、猶予期間は最長 30日を超えない。企

業は公示後、抹消に関係のない経営活動に行ってはならない。 

 

4. 特殊な状況における抹消登記について 

(1) 有限公司の出資者との連絡手段がない、または、協力が得られないなどの状況で登

記抹消が困難な場合、書面及び新聞（または国家企業信用情報システム）の公告を

経て全出資者に通知し、出資者会を開いて法律及び定款の規定の採決割合に基づ

く決議を行い、清算委員会を設置した後、企業登記機関に抹消登記の申請を行う。 

(2) 会社に解散事由が発生したが、清算義務を負う投資家が清算義務の履行を拒否し

たり、連絡が取れないなどの状況で清算委員会を設置できず清算できない会社に

ついては、関係する株主や債権者は「会社法」の規定に基づいて人民裁判所が関係

者を指定して清算委員会を組織して、清算の申請ができる。 

(3) 営業許可証を紛失している企業は、国家企業信用情報システムが自ら公示した許

可証の紛失に関する公告を行った上で登録機関に抹消を申請することが可能であ

り、営業許可証の再発行を申請する必要はない。 

社印を紛失している企業は、全株主の署名及び押印または清算委員会の責任者の

署名及び確認を経て、非会社企業法人はその上級主管部門の法定代表者が署名し、

上級主管部門の社印を押印することで登記抹消の申請書類に押印を不要とするこ

とができる。 

(4) 投資を行っていた企業が登記抹消済みであり、登記抹消ができない被投資企業は、

その株主（出資者）に上級主管単位がある場合、登記抹消した企業の上級主管単位

が規定に従って関連する抹消手続を行う。登記抹消済みの企業に合法的な相続主

体がある場合、相続主体は関連する規定に基づいて申請することができる。登記抹

消済みの企業に合法的な相続主体がない場合、登記抹消済みの企業の登記抹消時

の株主（出資者）が申請する。 
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＜連載コラム＞ 

中国なんくるないさ～通信 No.11 

人生 100年時代、あなたはあと何年働きますか？ 

2022年 2月 21日、中国の国務院（日本の内閣に相当）は、「145（第 14次 5ヶ年計画）」《国家

の高齢者事業の発展と養老サービスシステムの計画》を公布し、法定退職年齢を延長する政策

を実施すると発表しました。これに先立ち、江蘇省や山東省などの一部地域では、従業員と企

業双方の同意を前提に、退職年齢を引き上げることができるという政策が通知されています。 

現在の中国における法定退職年齢は、男性が満 60歳、女性管理職が満 55歳、女性一般職が満

50歳と規定されています。今後、これらの年齢に達した従業員であっても、雇用主企業と同意

をすることにより、退職年齢を引き上げることが可能となり、上述の第 14 次 5 ヶ年計画にお

いては、法定退職年齢を漸進的に引き上げることが明確にされています。現時点では一部地域

での導入にとどまりますが、「中国なんくるないさ～通信 No.4」でも取り上げたように、少子

高齢化社会の進む中国においても、労働人口を増やし社会保障負担を減少させることを目的と

し、全国レベルでの法定退職年齢の引き上げが活発に議論されています。 

日本では 2025年 4月から、定年制を採用しているすべての企業において 65歳定年制が義務化

されます。また、2021年 4月 1日に施行された、改正「高年齢者雇用安定法」では、70歳まで

の定年延長に対する努力義務が新しく新設されており、今後も定年延長の議論は活発化してい

くでしょう。 

数年前から人生 100年時代という言葉が日本で広く浸透するようになりました。現代医療の発

達と健康状態の様々なデータから、先進国では 2人に 1人が 100歳を超えて生きる「人生 100

年時代」が到来するという考え方です。一方、FIRE（Financial Independence, Retire Early

）という生き方も提唱されてきており、これまでの「20 年学び、40 年働き、20 年休む」とい

う考え方に対して、人生設計を改めて考える必要があるのかも知れません。 
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